
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定」卜宣利量勤法人.SIEШ 2LUtt JAEAN ____

1 事業の成果

今年度は、資金不足もあり大きな活動ができなかった。

このプログラムに興味を持つ企業へのお声かけ、Fl in Schoolsに 興味を持っていただいた学校に

対 しての説明にとどまった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

Fl in Schools

世界 46か国で採用 して
いる STEM教育である Fl
ln Schoolsの教育プログ
ラムを国内でプ ロモーシ
ョン

通 年 随所 10 な し な し 0

疋款 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条 関係 )

令和 3年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

法人 STEM PLUS JAPAN

命 霜 ′lヽ言+ 合 計

Fl in Schools事 業収益

受取利息

受

正会員受取会費
贅助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

2

当  期 減 額 A B

過年度損益修正益

D】

災害損失

期 増  滅 C D ・ ・ ・ (a
正 畷 (1)+(2) (3)

-87.603.920

三 味  財 -87.603.

日 外  響 l.‖

ユ ニ召目

'L』
・1

,=工 ■11

書  用  計



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 STEM PLUS JAPAN

令   輛

現金預金

仮払金

棚卸資産

1

車両運搬具

什器備品

2
ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

637
3,750,000

3.750.637

【A】 資 産 合 計 ①+② 3,750,637

1

未払金
未払費用

仮受金

2

長期借入金
退職給付引当金

38,067,080
2,035,684

426,055
20,825,738

61.354.557

30,000,000

30.000.00(
91,354,557

-87.603,920

-87.603.92(

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 3,750,637



16 28

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準

該当な し

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消 費税等の会計処理

税込経理に拠ってお ります。

2.事 業別損益の状況

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

該当なし

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 STEM PLUS JAPAN

Ｑ
υ

事 業 事業 事業 事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



4

Ｆ
Ｏ

使途等が制約 された寄附金等の内訳

該当な し

固定資産の増減内訳

該当なし

6.借 入金の増減内訳

円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

該当なし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

該当なし

Ｒ

）

科 目 期首残高 当期 昔入 当期返済 期末残高
30,000,000 30,000,000
20,825,738 20,825,738
50,825,738 50,825,738

長期借入金

短期借入金

合計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

STEM PLuS JAPAN

肇lイず雇:F[

會 霜 ′1ヽ 計

責 産

637

3,750,000

3,750,000

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀行普通預金
三井住友銀行普通預金

活動資産
仮払金

棚卸資産
販売用寄附物品

督 産 合 計 (1) 3_750
ヨ資産

什器備品
/:, =>

(1)有形固定質産
車両運搬具

事業用車両

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

オペレーションシステム

文書編集ソフ ト

借地権
○○市事業所

(3)投資その他の資産

敷金
○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

自ξll

【′

・ ②鷹 合 計

【A】 資 産 合 計 ①+② 3,750,637

負  僣 の  部】

勁 負 債

38,371,253

468,063

1,263,448

40,102,764

426,055

20,825,738

未払金及び未払費用
業務委託料
諸会費
借入金利息
複写機カウンター料等

株式会社 ロゴハ ウス・ジャパ ン

仮受金
支払資金等仮受

短期借入金
426,055

20,825,738
・ 0合 計 61.354.

足 負債

30,000,000
30,000,000長期借入金

京楽産業株式会社

退職給付引当金
職員

【:

Ｆ
ｌ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
‥
―
‥
Ｌ
申

２
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
日 '信 僣 合 計

“

) 30_000

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 91,354,557

-87.603.920【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載 した名簿 )

特定非営利活動法人 STEM PLUS JAPAN

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

氏    名

睡垂罰・監事
ホリイ マサシ 令和3年  6月  1日

令和4年  5月  31日

年 月

月

日

年 日堀井 雅史

睡垂轟・監事
ヨシナリ ナツコ 令和3年  6月  1日

令和4年  5月  31日

年

年

月

月

日

日吉成 夏子

理事 □

タカハシ ヒテ
゛
オ 令和3年  6月   1日

令和4年: 5月  31日

年

年

月

月

日

日高橋 秀雄

И
仕 理事・監事

年   月   日

年   月   日

年   月   日

年   月   日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年   月   日

年  月  日

′
０ 理事・監事

年   月   日

年   月   日

年   月   日

年  月  日

理事・監事

年   月   日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

０
０ 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社 員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 STEM PLUS JAPAN

氏   名

堀井 雅史

吉成 夏子

原 晴子

■

■
高橋 秀雄

反
υ

野口 義修

由比 康弘

柴山 秀明

水野 順子

10




